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（ 単位　円 ）

科　　　　　目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ　資産の部

　１．流動資産

　　　　　　現金預金

　　　　　　未収金

　　　　　　前払金

　　　　　　立替金 △ 199,164 

　　　　流動資産合計

　２．固定資産

　　(1)　基本財産

　　　　　　 基本金預金

　　　　　基本財産合計

　　(2)　特定資産

　　　　　　 建物及び附属設備 △ 2,189,341 

　　　　　　 構築物 △ 7,970,873 

　　　　　　 什器備品 △ 22,130,002 

　　　　　　 ソフトウェア △ 318,435 

　　　　　　 電話加入権

　　　　　　 退職給付引当資産

　　　　　　 研究助成事業拡充資金

　　　　 特定資産合計 △ 9,371,514 

　　(3)　その他固定資産

　　　　　　 建物及び附属設備

　　　　　　 構築物

　　　　　　 什器備品

　　　　　　 リース資産

　　　　　　 ソフトウェア

　　　　　　 電話加入権

　　　　　　 敷金

　　　　　　 保証金

　　　　 その他固定資産合計

　　　　 固定資産合計

　　　　 資産合計

貸  　 借  　 対  　 照  　 表

平成３１年３月３１日現在

（単位：円）
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科　　　　　目 当年度 前年度 増　減

Ⅱ　負債の部

　１．流動負債

　　　　　　未払金

　　　　　　預り金

　　　　　　短期借入金 △ 175,000,000 

　　　　　　短期リース債務

　　　　　　賞与引当金

　　　　 流動負債合計

　２．固定負債

　　　　　　退職給付引当金

　　　　　　役員退職慰労引当金

　　　　　　長期リース債務

　　　　 固定負債合計

　　　　 負債合計

Ⅲ　正味財産の部

　１．指定正味財産

　　　　　　政府機関補助金 △ 32,687,677 

　　　　　　科学研究費補助金受贈資産

      　　　地方公共団体出捐金

　　　　　　寄付金

　　　　 指定正味財産合計 △ 32,608,651 

　　　　 （うち基本財産への充当額）

　　　　 （うち特定資産への充当額） △32,608,651)

　２．一般正味財産

　　　　 （うち基本財産への充当額）

　　　　 （うち特定資産への充当額）

　　　　 正味財産合計

　　　　 負債及び正味財産合計
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（単位  円）

科　　　　　　目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　（１）　経常収益

　　　①　基本財産運用益  △ 66,244)

　　　　　　　基本財産受取利息 △ 66,244 

　　　②　特定資産運用益

　　　　　　　特定資産受取利息

　　　③　事業収益

　　　　　　　研究業務支援事業収益

　　　　　　　政府機関受託研究収益 △ 8,662,702 

　　　　　　　民間企業等受託研究収益

　　　④　受取補助金等  △ 15,168,977)

　　　　　　　受取政府機関補助金振替額 △ 2,842,977 

　　　　　　　受取地方公共団体補助金 △ 12,326,000 

　　　⑤　受取寄付金等

　　　　　　　固定資産受贈益振替額

　　　⑥　雑収益

　　　　　　　受取利息

　　　　　　　雑収益

　　 　　経常収益計

　（２）　経常費用

　　　①　事業費

　　　　　　　役員報酬

　　　　　　　給料手当

　　　　　　　賞与引当金繰入額

　　　　　　　臨時雇賃金 △ 25,544,112 

　　　　　　　退職給付費用

　　　　　　　福利厚生費

　　　　　　　会議費

　　　　　　　旅費交通費 △ 109,437 

　　　　　　　通信運搬費 △ 370,864 

　　　　　　　減価償却費 △ 22,346,229 

　　　　　　　図書購入費 △ 2,960,411 

　　　　　　　消耗品費 △ 1,541,426 

　　　　　　　修繕費

　　　　　　　印刷製本費 △ 1,289,611 

　　　　　　　光熱水料費

正 味 財 産 増 減 計 算 書

平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで

（単位：円）
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科　　　　　　目 当年度 前年度 増　減

調査研究費

保守点検費 △ 3,448,643

データベース諸費 △ 5,141,931

賃借料

清掃費

諸謝金 △ 121,876

支払助成金

情報啓蒙費

保険料

諸会費 △ 361,562

租税公課

支払利息

雑費 △ 5,334,311

② 管理費 △3,759,977)

△ 594,000

△ 1,599,769

△ 165,426

△ 23,262

△ 106,518

△ 9,668

△ 48,336

△ 113,400

△ 66,158

△ 12,150

役員報酬

給料手当

賞与引当金繰入額

退職給付費用

福利厚生費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

減価償却費

図書購入費

消耗品費

印刷製本費

光熱水料費

保守点検費

賃借料 △ 1,344,107

清掃費 △ 100,894

諸謝金

保険料

諸会費

租税公課 △ 286,373

支払利息 △ 11,509

雑費

　 経常費用計

　　　当期経常増減額
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科　　　　　　目 当年度 前年度 増　減

　２．経常外増減の部

　（１）　経常外収益

　　　①　受取補助金等

　　　　　　　受取政府機関補助金振替額

　　　②　特別利益

　　　　　　　過年度損益修正益

　（２）　経常外費用

　　　①　特定資産除却損　

　　　      　建物及び附属設備除却損　

　　　      　什器備品除却損　

　　　      　ソフトウェア除却損　

　　　②　固定資産除却損　 △1,773,263)

　　　      　建物及び附属設備除却損　 △ 1,974,368 

　　　      　構築物除却損　 △ 901,958 

　　　      　什器備品除却損　

　　　③　特別損失　

　　　      　過年度減価償却費　

　　　　　当期経常外増減額 △ 2,876,332 

　　　　　当期一般正味財産増減額

　　　　　一般正味財産期首残高

　　　　　一般正味財産期末残高

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　　　①　受取補助金等　

　　　　　　　　受取政府機関補助金

　　　　②　固定資産受贈益

　　　　　　　　什器備品受贈益

　　　　③　一般正味財産への振替額 (△192,839,987) (△195,487,053)

　　　　　　　　受取政府機関補助金振替額 △ 192,687,677 △ 195,339,633 

　　　　　　　　什器備品受贈益振替額 △ 152,310 △ 147,420 △ 4,890 

　　　　　　 当期指定正味財産増減額 △ 32,608,651 △ 35,346,005 

　　　　　　 指定正味財産期首残高 △ 35,346,005 

　　　　　　 指定正味財産期末残高 △ 32,608,651 

Ⅲ　正味財産期末残高
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（単位：円）

科　　　　　　目 公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引消去 合　計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

 １．経常増減の部

 （１）　経常収益

　　① 基本財産運用益

　 　　　基本財産受取利息

　  ② 特定資産運用益

　　 　　特定資産受取利息

　　③ 事業収益

　 　　　研究業務支援事業収益

　　 　　政府機関受託研究収益

　　 　　民間企業等受託研究収益

 　 ④ 受取補助金等

　 　　　受取政府機関補助金振替額

　　⑤ 受取寄付金

 　　　　固定資産受贈益振替額

　　⑥ 雑収益

　　　 　受取利息

　 　　　雑収益

　　 　経常収益計

 （２）　経常費用

　　① 事業費

　　 　　役員報酬

　　　   給料手当

　 　  　賞与引当金繰入額

　　  　 臨時雇賃金

　　 　　退職給付費用

　 　　　福利厚生費

　　　 　会議費

　 　　　旅費交通費

　　 　　通信運搬費

　　 　　減価償却費

　 　　　図書購入費

　　 　　消耗品費

　　　 　修繕費

　　　 　印刷製本費

　　 　　光熱水料費

　　 　　調査研究費

　 　　　保守点検費

正味財産増減計算書内訳表

平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで

0
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科　　　　　　目 公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引消去 合　計

　　 　　データベース諸費

　 　　　賃借料

　 　　　清掃費

　　　 　諸謝金

　　 　　支払助成金

　　 　　情報啓蒙費

　　 　　保険料

　　 　　諸会費

　　　 　租税公課

　　 　　支払利息

　　　 　雑費

　　② 管理費

　　 　　役員報酬

　　 　　給料手当

　　 　　賞与引当金繰入額

　　 　　退職給付費用

　　 　　福利厚生費

　　 　　会議費

　 　　　旅費交通費

　 　　　通信運搬費

　　　 　減価償却費

          図書購入費

　　 　　消耗品費

　　 　　印刷製本費

　　　 　光熱水料費

　　　 　保守点検費

　　 　　賃借料

　　　 　清掃費

　　　 　諸謝金

     　  保険料

　　　 　諸会費

 　　　　租税公課

　 　　　支払利息

　　 　　雑費

　 　 経常費用計

　　 　　当期経常増減額
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科　　　　　　目 公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引消去 合　計

　２．経常外増減の部

 （１） 経常外収益

　　① 受取補助金等

　　 　　受取政府機関補助金振替額

　　② 特別利益

　　 　　過年度損益修正益

 　　 経常外収益計

 （２） 経常外費用

　　① 特定資産除却損

　      　建物及び附属設備除却損

　      　什器備品除却損

　      　ソフトウェア除却損

　　② 固定資産除却損

　　    　什器備品除却損

　　③ 特別損失

　　    　過年度減価償却費

　 　 経常外費用計

　　 　当期経常外増減額

　　　 他会計振替額

　　 　当期一般正味財産増減額

　　 　一般正味財産期首残高

　　 　一般正味財産期末残高

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　　① 受取補助金等

　　　 　　受取政府機関補助金

　　　② 固定資産受贈益

　　　 　　什器備品受贈益

　　　③ 一般正味財産への振替額 (△ 192,839,987) (△ 192,839,987)

　　　 　　受取政府機関補助金振替額 △ 192,687,677 △ 192,687,677 

　　　 　　什器備品受贈益振替額 △ 152,310 △ 152,310 

　　　 　 当期指定正味財産増減額 △ 32,608,651 △ 32,608,651 

　　　 　 指定正味財産期首残高

　　　 　 指定正味財産期末残高

Ⅲ　正味財産期末残高
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財務諸表に対する注記

１．継続事業の前提に関する注記

　　記載すべき事項はない。

２．重要な会計方針

　（1）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　有価証券は保有していない。

　（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　個別法による原価法によっている。

　（3）固定資産の減価償却の方法

　　　①　自己所有の固定資産

　　　　　定額法による減価償却を実施している。

　　　②　リース資産

　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　（4）引当金の計上基準

　　　　退職給付引当金：職員の退職給付に備えるため、期末要支給額 （簡便法）により算定

　　　　　　　　　　　　した金額を計上している。

　　　　役員退職慰労引当金：役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、期末要支給額に

　　　　　　　　　　　　　　より算定した金額を計上している。

　　　　賞与引当金：職員に対する賞与の支給に備えるため、翌年度の支給見込額のうち、当

　　　　　　　　　　年度に帰属する額を計上している。

　（5）リース取引の処理方法

　所有権移転ファイナンス・リース取引及び所有権移転外ファイナンス・リース取引で

リース料総額が3,000,000円以上のものは通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。

　上記以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっている。

　利息相当額の算定方法は利息法によっている。各期への配分方法についてはリース料

総額とリース物件取得価額相当額との差額を利息額としている。

　（6）未収収益の計上

　期をまたがり当期に完了しない受託契約について年度収益計上の適正化のため、未完

了契約に関わる当期の期間経過分を一定の基準で未収金として追加計上している。

　（7）消費税の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている。
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３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位：円）

科　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　基本金預金 300,000,000 0 0 300,000,000

小　　　計 300,000,000 0 0 300,000,000

特定資産

　建物及び附属設備 13,444,562 734,400 2,923,741 11,255,221

　構築物 227,984,660 26,262,360 34,233,233 220,013,787

　什器備品 80,893,137 6,546,050 28,676,052 58,763,135

　ソフトウェア 439,035 0 318,435 120,600

　電話加入権 753,480 0 0 753,480

　退職給付引当資産 210,245,473 23,237,137 0 233,482,610

　研究助成事業拡充資金 20,000,000 0 0 20,000,000

小　　　計 553,760,347 56,779,947 66,151,461 544,388,833

合　　　計 853,760,347 56,779,947 66,151,461 844,388,833

４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 （単位：円）

科　　　　目 当期末残高
（うち指定正味財

産からの充当額）
（うち一般正味財

産からの充当額）
（うち負債に

対応する額）

基本財産

　基本金預金 300,000,000 （287,551,000） （12,449,000） －

小　　　計 300,000,000 （287,551,000） （12,449,000） －

特定資産

　建物及び附属設備 11,255,221 （11,255,221） － －

　構築物 220,013,787 （220,013,787） － －

　什器備品 58,763,135 （58,763,135） － －

　ソフトウェア 120,600 （120,600） － －

　電話加入権 753,480 （753,480） － －

　退職給付引当資産 233,482,610 － － （233,482,610）

　研究助成事業拡充資金 20,000,000 － （20,000,000） －

小　　　計 544,388,833 （290,906,223） （20,000,000） （233,482,610）

合　　　計 844,388,833 （578,457,223） （32,449,000） （233,482,610）

５．担保に供している資産

　　担保に供している資産はない。
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６．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）　　

科　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

特定資産

　建物及び附属設備 58,941,948 47,686,727 11,255,221

　構築物 753,407,787 533,394,000 220,013,787

　什器備品 970,978,375 912,215,240 58,763,135

　ソフトウェア 1,628,700 1,508,100 120,600

小　　　計 1,784,956,810 1,494,804,067 290,152,743

その他固定資産

　建物及び附属設備 31,297,380 24,506,040 6,791,340

　構築物 446,703,038 44,715,098 401,987,940

　什器備品 156,485,619 101,471,930 55,013,689

　リース資産 248,960,520 44,343,396 204,617,124

　ソフトウェア 5,293,026 1,564,492 3,728,534

小　　　計 888,739,583 216,600,956 672,138,627

合　　　計 2,673,696,393 1,711,405,023 962,291,370

７．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

　　貸倒が予見されないため貸倒引当金は計上していない。

８．保証債務等の偶発債務

　　保証債務はない。

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

　　満期保有目的債券は保有していない。

10．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（1）政府機関補助金 （単位：円）

補助金等の名称 交付者
前期末
残　高

当　期
増加額

当　期
減少額

当期末
残　高

貸借対照表上
の記載区分

深地層の研究施設を使用した
試験研究成果に基づく当該施
設の理解促進事業費補助金

経済産
業省　

323,183,635 160,000,000 192,687,677 290,495,958 指定正味財産

合計 323,183,635 160,000,000 192,687,677 290,495,958
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11．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。　　（単位：円）

内　　　容 金　　　額 うち、政府機関補助金の金額

経常収益への振替額

　目的たる支出を行ったことによる
　振替額

126,688,526 126,688,526

　減価償却費計上による振替額 65,960,432 65,808,122

経常外収益への振替額

　特定資産除却損計上による振替額 191,029 191,029

合　　　計 192,839,987 192,687,677

12．関連当事者との取引の内容
　　記載すべき事項はない。

13．重要な後発事象
　　記載すべき事項はない。

14．その他
　（1）政府機関受託研究収益の内訳

　正味財産増減計算書の政府機関受託研究収益に計上の受託調査研究課題等は、次のと
おりである。 （単位：円）

委託元 調査研究課題 金額

文部科学省
科学技術基礎調査等委託事業「地震調査研究推進
本部の評価等支援事業」

214,891,249

国立大学法人東京大学
（文部科学省委託費の

再委託）

科学技術基礎調査等委託事業「富士川河口断層帯
における重点的な調査観測」

1,099,998

国立研究開発法人
防災科学技術研究所

活断層の詳細位置情報等に関する調査研究 18,541,371

合　　　計 234,532,618

　（2）研究者からの委託を受けて管理を行った科学研究費補助金
　研究者からの委託を受け、次のとおり科学研究費補助金（学術研究助成基金助成金を
含む。）の管理を行った。

　　①　研究代表者に係る科学研究費補助金
　　　　　該当なし
　　②　研究分担者に係る科学研究費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

件数 直接経費額 間接経費額

6 1,156,482 444,000

　　③　間接経費の譲渡受け
　上記①及び②の間接経費については、研究者から譲渡を受け（正味財産増減計算書
の「雑収益」に計上。）研究開発環境の改善等に資する経費に使用している。
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　（3）リース取引関係
　　所有権移転ファイナンス・リース取引及び所有権移転外ファイナンス・リース取引 

　リース資産の内容
　　その他固定資産
　　　公益目的事業における地震観測装置等である。

　（4）退職給付関係
　　①　採用している退職給付制度の概要
　　　　　確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

　　②　退職給付債務及びその内訳 
（単位：円）

　　　　　

A　退職給付債務 △ 233,482,610

B　会計基準変更時差異の未処理額 0

C　退職給付引当金（A＋B） △ 233,482,610

　　③　退職給付費用に関する事項 
（単位：円）

　　　　　

A　勤務費用 23,237,137

B　会計基準変更時差異の費用処理額 0

C　退職給付費用（A＋B） 23,237,137

　　④　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
　退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額
を基礎として計算している。

　（5）資産除去債務関係
　当財団は、事務所等の不動産賃貸借契約に基づき、退去時の原状回復に係る債務等を
有しているが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、現時点において
将来退去する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができないた
め計上していない。

　（6）固定資産の計上漏れについて
　　①　過年度に「その他固定資産」の計上が漏れていたことが判明した。
　　②　計上漏れとなっていた固定資産の名称、取得時期及び取得価額等については次のとお
　　　りである。

固定資産名称 科目 数量 取得時期 耐用年数
取得価額

（１件あたり）

取得価額

（合計）

地震計観測室
建物及び

附属設備
５件 平成9年12月 22年 4,601,016円 23,005,080円

データ変換装置一式 什器備品 ２件 平成11年７月 ５年 3,240,431円 6,480,862円

　　③　上記固定資産の計上漏れを修正するため、平成30年 4 月 1 日付で次の会計処理を行った。
　　　　過年度における固定資産取得における修正については過年度損益修正益をそれぞれ計

上した。
　　　　当該固定資産の過年度における減価償却費の修正については過年度減価償却費をそれ

ぞれ計上した。
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１．基本財産及び特定資産の明細 （単位：円）

区分 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 期末帳簿価額

　基本財産

　特定資産

２．引当金の明細 （単位：円）

目的使用 その他

退職給付引当資産（本部役職員）
　定期預金（三井住友銀行
　　　　　　　　神田支店）

計算書類の附属明細書

資産の種類

定期預金（三菱東京ＵＦＪ銀行
　　　　　　　新丸の内支店）

定期預金（三井住友銀行
　　　　　　　神田支店）

定期預金（三井住友銀行
　　　　　　　神田支店）

　基本財産計

建物及び付属設備（東濃地震科学研
究所計測室工事等）

構築物（東濃地震科学研究所地震観
測井等）

什器備品（東濃地震科学研究所地震
観測装置等）

ソフトウェア（東濃地震科学研究所
データベースの欠測補完システム等）

電話加入権（東濃地震科学研究所
0572-67-3105等）

期末残高

　賞与引当金

退職給付引当資産
　（地震調査研究ｾﾝﾀｰ役職員）
　定期預金（三井住友銀行
　　　　　　　　神田支店）

退職給付引当資産
　（東濃地震科学研究所役職員）
　定期預金（三井住友銀行
　　　　　　　　神田支店）

退職給付引当資産
　（つくば観測技術ｾﾝﾀｰ役職員）
　定期預金（三井住友銀行
　　　　　　　　神田支店）

研究助成事業拡充資金
　普通預金（三井住友銀行
　　　　　　　　神田支店）

　特定資産計

　退職給付引当金

　役員退職慰労引当金

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

三菱UFJ銀行
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場所・物量等 使用目的等 金額

（流動資産）

現金 現金手許有高

預金 ＜普通預金＞ 運転資金として

三菱東京ＵＦＪ銀行
　新丸の内支店

（本部）

三井住友銀行 神田支店 （本部）

三井住友銀行 神田支店 （地震調査研究センター）

三井住友銀行 神田支店 （東濃地震科学研究所）

三井住友銀行 神田支店 （つくば観測技術センター）

三井住友銀行 神田支店 （科学研究費補助金）

十六銀行 瑞浪支店 （東濃地震科学研究所）

常陽銀行 大穂支店 （つくば観測技術センター）

＜当座預金＞ 運転資金として

三井住友銀行 神田支店 （本部）

三井住友銀行 神田支店 （地震調査研究センター）

＜現金預金計＞

未収金 西日本技術開発株式会社 受託研究収益

東京電力ホールディングス株
式会社

受託研究収益

東北電力株式会社 受託研究収益

その他 受託研究収益等

＜未収金計＞

前払金
地震観測装置等の再リース
料

地震観測装置等の翌期にかかる前払
再リース料

土地使用料
地震計設置地点の翌４月以降分の土
地使用料

役職員前払通勤手当 役職員の翌期に係る前払通勤費

その他 上記以外の前払費用

＜前払金計＞

流動資産合計

財　　産　　目　　録

平成３１年３月３１日現在

（金額単位：円）

貸借対照表科目

三菱UFJ銀行

（単位 ： 円）
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場所・物量等 使用目的等 金額貸借対照表科目

（固定資産）

基本財産 基本金預金 ＜定期預金＞

三菱東京ＵＦＪ銀行
　新丸の内支店

共用財産であり、公益目的保有財産
及び管理目的の財源として使用する
財産

うち、公益目的保有財産　５０％

うち、管理目的の財源として使用
　　　する財産　５０％

三井住友銀行　神田支店
共用財産であり、公益目的保有財産
及び管理目的の財源として使用する
財産

うち、公益目的保有財産　５０％

うち、管理目的の財源として使用
　　　する財産　５０％

＜基本財産計＞

特定資産
建物及び附属
設備

東濃地震科学研究所計測室
工事等　１７件

公益目的保有財産

構築物
東濃地震科学研究所地殻観
測井等　３３件

公益目的保有財産

什器備品
本部ﾊﾟｿｺﾝ、東濃地震科学
研究所地震観測装置等
　３６２件

公益目的保有財産

ソフトウェア
東濃地震科学研究所応力計
調整用ソフト改造等 ４件

公益目的保有財産

電話加入権
東濃地震科学研究所0572-
67-3105等　１０本

公益目的保有財産

退職給付引当 ＜定期預金＞

資産

三井住友銀行 神田支店
本部の職員退職給付引当金及び役
員退職慰労引当金見合の引当資産と
して管理している。

三井住友銀行 神田支店
地震調査研究センターの職員退職給
付引当金見合の引当資産として管理
している。

三井住友銀行 神田支店
東濃地震科学研究所の職員退職給
付引当金及び役員退職慰労引当金
見合の引当資産として管理している。

三井住友銀行 神田支店
つくば観測技術センターの職員退職
給付引当金見合の引当資産として管
理している。

研究助成事業
拡充資金

三井住友銀行 神田支店
特定費用準備資金（公益目的）として
管理している。

＜特定資産合計＞

その他固定資産
建物及び附属
設備

本部研究部サーバ室間仕切
工事等　１２件

公益目的保有財産

本部事務所間仕切工事等
７件

（共用財産）

うち、公益目的保有財産　９０％

うち、管理目的の用に使用する財産
１０％

三菱UFJ銀行
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場所・物量等 使用目的等 金額貸借対照表科目

構築物 地震観測点設置工事　３９件 公益目的保有財産

什器備品 地震計等　１７８件 公益目的保有財産

本部事務所サーバ等　２０件 （共用財産）

うち、公益目的保有財産　９０％

うち、管理目的の用に使用する財産
１０％

リース資産
地震観測装置及び観測シス
テム装置、CCDスキャナ

公益目的事業の用に供している財産

ソフトウェア
波形スペクトル表示ソフト開
発等　５件

公益目的保有財産

PCA公益法人会計バージョ
ンアップ料　１件

（共用財産）

うち、公益目的保有財産　９０％

うち、管理目的の用に使用する財産
１０％

電話加入権 03-3295-1501等　９本 公益目的保有財産

03-3295-1966等　１５本 （共用財産）

うち、公益目的保有財産　９０％

うち、管理目的の用に使用する財産
１０％

敷金
千代田ビル８階 ３９５㎡
（本部事務所敷金）

（共用財産）

うち、公益目的保有財産　９０％

うち、管理目的の用に使用する財産
１０％

千代田ビル８階 253㎡
（地震調査研究センター事務
所敷金）

公益目的保有財産

北信ビル５階 83㎡
（資料倉庫敷金）

公益目的保有財産

映文社ビル５階 45㎡
（資料倉庫敷金）

公益目的保有財産

保証金
サトウビル２階 65㎡
（つくば観測技術センター事
務所保証金）

公益目的保有財産

＜その他の固定資産計＞

固定資産合計

＜固定資産内訳＞

　　公益目的保有財産

　　資産合計

　　特定費用準備資金（公益目的）

　　負債に対応する引当資産

　　リース資産（公益目的）

　　管理目的の財源等として使用する財産
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場所・物量等 使用目的等 金額貸借対照表科目

（流動負債）

未払金
株式会社NNCエンジニアリン
グ

地震観測点設置工事等

地質計測株式会社 地震計設置作業等

神田税務署 消費税及び地方消費税の未払分

その他

＜未払金計＞

預り金 職員等に対するもの
職員等に対する源泉所得税、住民
税、社会保険料の預り金

委員等に対するもの
委員等に対する報酬源泉所得税の預
り金

＜預り金計＞

短期借入金
三菱東京ＵＦＪ銀行
　新丸の内支店

運転資金

三井住友銀行　神田支店 運転資金

＜短期借入金計＞

短期リース債務 昭和リース株式会社 地震観測装置リース料の未払い分

リコーリース株式会社 CCDスキャナリース料の未払い分

＜リース債務計＞

賞与引当金 職員に対するもの 平成3１年上期職員賞与の引当金

＜賞与引当金計＞

流動負債合計

（固定負債）

退職給付引当
金

職員に対するもの 職員の退職給付金の引当金

＜退職給付引当金計＞

役員退職慰労
引当金

役員に対するもの 常勤役員の退職慰労金の引当金

＜役員退職慰労引当金計＞

長期リース債務 昭和リース株式会社 地震観測装置リース料の未払い分

リコーリース株式会社 CCDスキャナリース料の未払い分

＜リース債務計＞

固定負債合計

　　負債合計

　　正味財産

三菱UFJ銀行
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以上のとおり報告いたします。

令和元年５月１７日

公益財団法人地震予知総合研究振興会

　　会　長　　　　金  沢 　敏  彦

公益財団法人  地震予知総合研究振興会
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